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研究分担者 永田智久  産業医科大学産業生態科学研究所助教 

研究要旨：本研究では、日本における某事業所（1 事業所）において、疾病・症状毎の

労働生産性の低下（アブセンティーイズムとプレゼンティーイズム）を明らかにする

ことを目的とした。アブセンティーイズムは、企業が保有する、7日以上の疾病休業デ

ータを用いた。プレゼンティーイズムは、Stanford Presenteeism Scale(SPS)質問票

を用いた。前者は、疾病休業日数が最多であったのは「新生物」、次いで「精神および

行動の障害」「循環器系の疾患」であった。年間の損失額は、22,547,075 円であった。 

後者は、男女とも「腰痛または首の不調や肩こり」の訴えが多く、年間損失額は、腰痛が

15,247,277 円で最も多く、次いでアレルギー症状 4,975,427 円、頭痛 3,388,284 円であっ

た。総額では、63,929,783 円の損失であった。損失額の大きな疾患、症状は、経営者の立場

で対策の優先順位が高いことが予想される。労働生産性に影響の大きな疾患・症状に対し

て、どのような対策が医学的にとりうるのか、また、それらの対策を産業保健活動全体のなか

でどのように位置付けるべきか、について、検討する必要がある。 

研究協力者 
昇 淳一郎 産業医科大学産業生態科学研究所精神保健学教室 
伊藤 正人 産業医科大学産業生態科学研究所環境疫学教室 

Ａ. 目的 

疾病による労働生産性の低下は、疾病に

より休業して業務執行できない状態による損

失と（アブセンティーイズムという）、執務して

いるが何らかの症状により労働生産性が低

下している状態（プレゼンティーイズムとい

う）が存在する。これら労働生産性の損失は

医療費と比べても大きく、社会的にも大きな

問題となっている。 

アブセンティーイズムの測定は、日本にお

いては、一定日数以上であれば企業が原因

となる疾患名と休業日時を把握していること

が多い。一方、プレゼンティーイズムの測定

は、自記式質問紙により行われることが多い。

自記式質問紙は、疾病毎の労働生産性低

下を聴取するものと、症状全般に対して主に

コミュニケーションの低下などの機能低下に

ついて聴取するものに分かれている。前者

の 代 表 的 な 質 問 紙 が 、 Stanford 

Presenteeism Scale(SPS)である。 

本分担研究では、日本における某事業所

（1 事業所）において、疾病・症状毎の労働

生産性の低下（アブセンティーイズムとプレ

ゼンティーイズム）を明らかにすることを目的



とした。また、プレゼンティーイズムについて

は、各疾患・症状に対して、労働者がどのよ

うに対処しているかについても調査した。 

Ｂ.方法 

1）プレゼンティーイズム調査 

某事業所（製造業）の労働者に対して、年

1 回実施される定期健康診断時（平成 24 年

10 月）に、自記式質問紙である SPS を同時

に配布し、研究参加の依頼を行った。 

調査内容： 

・属性：性別、年齢 

・生活習慣等：喫煙歴、飲酒歴、その他 

・プレゼンティーイズム： 

 症状とそれに伴う労働生産性の低下を、

日 本 語 版 Stanford Presenteeism 

Scale(SPS)を用いて調査した。 

労働生産性の低下による損失額の計算： 

労働生産性の低下による損失額は、1 番目

の健康問題（疾患・症状）について、1 年間

の当該事業所において計算した。計算は、

次の式を用いた。 

 

時給（円）×1 日の労働時間×稼働日数×

労働生産性の低下（％） 

 

当該事業所において、1 人 1 時間あたりの

人件費（時給）は、全労働者平均で 4,700

円、1 日当たりの労働時間は 7.75 時間、稼

働日数は年間 235 日間であったため、それ

らの数値を代入した。なお、労働生産性の

低下（％）は、自記式質問紙により聴取し

た。 

2）疾病休業調査 

 当該事業所では、7 日以上の疾病休業に

ついて、その原因疾患と休業開始日、休

業終了日を把握している。本データを取

得し、原因疾患を ICD10 コードに基づき

分類した。期間は平成 24 年 4 月 1 日から

平成 25 年 3 月 31 日までとした。 

3）倫理的配慮 

 質問紙調査では、個人を特定する情報

は収集していない。無記名自記式にて実

施し、紙面にて研究参加の説明文書を送

付し、質問紙の回答をもって、研究参加

の同意とした。質問紙への回答は、自由

参加とした。本研究は、産業医科大学倫

理委員会の審査の承認を得て実施した。 

 

Ｃ.結果 

1）プレゼンティーイズム調査 

質問紙調査に対して、649 名が回答した。 

回答者の属性： 

男性：503 名（78％）、女性：146 名（22％） 

年齢 （平均年齢 42.6 歳） 

10 代：4 名（0.6％）、20 代：46 名（7.1％）、

30 代：225 名 34.7％）、40 代：252 名

（38.8％）、50 代：117 名（18.0％）、60 代 4

名（0.6％） 

健康問題の有無： 

何らかの健康問題あり、と回答したのは、全

体で 73.9％（男性 69.8％、女性 86.7％）

であった。（表 1．） 

健康問題の種類（複数回答）： 

保有する疾病・症状（複数回答可）は、男性



では、「腰痛または首の不調や肩こり」が最

多であり、次いで「アレルギーによる疾患」

「眼の不調」であった。女性では、「腰痛また

は首の不調や肩こり」が最多であり、次いで

「頭痛（偏頭痛や慢性的な頭痛）」「アレルギ

ーによる疾患」であった。（表 2．） 

健康問題の種類（単一回答）： 

保有する疾病・症状（単一回答可）でも、上

位 3 つまでの疾病・症状の順は、複数回答

の場合と同一であった。 

労働生産性の低下による損失額の計算 

 当該事業所における 1 年間のプレゼンティ

ーイズムによる損失額は、表 2．図 1．の通り

である。 

 損失額は、腰痛が 15,247,277 円で最も多

く、次いでアレルギー症状 4,975,427 円、

頭痛 3,388,284 円であった。総額では、

63,929,783 円であった。 

各症状に対する対処 

頻度が多い 2 症状（腰痛または首の不調、

アレルギー疾患）について、本症状に対す

る行動（医師による診察・治療を受けている、

一般用市販薬を服用している、いずれもし

ていない）を分析した。その結果を図 2．に

示す。「腰痛または首の不調や肩こり」は、

何もしていない人が 68 人と最多であり、次

いで一般用市販薬 26 名、医師による診察・

治療 20 名となっている。 

2 番目に多い「アレルギーによる疾患」で

は、医師による診察・治療が最多であり 23

名、次いで一般用市販薬 17 名、何もしてい

ない 10 名であった。 

いずれの症状も、医師による診察・治療を

受けている群で労働生産性の低下が最も大

きく、次いで、何もしていない群、一般用市

販薬の内服群の順であった。 

 

2）疾病休業調査 

 結果を表 4．に示す。 

 疾病休業日数が最多であったのは「新生

物」であり、次いで「精神および行動の障害」

「循環器系の疾患」であった。 

 年間の損失額は、22,547,075 円であっ

た。 

 

D.結論 

 疾病休業日数が最多であったのは「新生

物」、次いで「精神および行動の障害」「循

環器系の疾患」であった。年間の損失額

は、22,547,075 円であった。 

後者は、男女とも「腰痛または首の不調

や肩こり」の訴えが多く、年間損失額は、

腰痛が 15,247,277 円で最も多く、次いで

アレルギー症状 4,975,427 円、頭痛 

3,388,284 円であった。総額では、

63,929,783 円の損失であった。 

 

E.参考文献 

なし 

 

F.研究発表 

 Nagata T, Nobori J, Ito M, Mori K 

Total costs of absenteeism, 

presenteeism, and medical care in a 



Japanese manufacturing company, 

The 21st Asian Conference on 

Occupational Health Fukuoka 2014 

 

 

なお、本研究成果は、厚生労働科学研究

費補助金 労働安全衛生総合研究事業（H

２３－労働－若手－００６）「安全衛生活

動の費用対効果を算出する手法の開発と

その公表ガイドの作成に関する研究」（研

究代表者：永田智久）の研究成果のなか

で、プレゼンティーイズムの解析に新た

に「症状に対する本人の行動」の視点を

加え、また、企業から取得した疾病休業

のデータを加えて再解析を行った。 



表 1．健康問題の有無に関する内訳 

 

表 2．男女別 有症状者数の内訳 

 
 

表 3．症状別損失額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

                図 1．症状別損失額 



 

 

 

 

 

 

  

図 2．腰痛または首の不調、および、アレルギー疾患における対処行動と労働生産性の低下 

 

表 4．1 年間における疾病休業（7 日以上）の原因疾患と休務者数・日数 

ICD10 基本

分類コード 
ICD10 分類見出し 

休務者数 

（人） 

休務日数 

（日） 

損失額合計 

（円） 
％ 

B 感染症および寄生虫症 1 6 ¥218,550 1.0% 

C 新生物 4 336 ¥12,238,800 54.3% 

D 新生物 2 19 ¥692,075 3.1% 

F 精神および行動の障害 3 45 ¥1,639,125 7.3% 

I 循環器系の疾患 2 45 ¥1,639,125 7.3% 

J 呼吸器系の疾患 3 24 ¥874,200 3.9% 

L 皮膚および皮下組織の疾患 1 7 ¥254,975 1.1% 

M 筋骨格系および結合組織の疾患 1 18 ¥655,650 2.9% 

N 尿路性器系の疾患 2 11 ¥400,675 1.8% 

O 妊娠、分娩および産じょく 3 33 ¥1,202,025 5.3% 

S 
損傷、中毒およびその他の外因の影

響 
3 75 ¥2,731,875 12.1% 

総計   25 619 ¥22,547,075 100% 

 

 

 

 


